
（様式１） 

 

草加モノづくりブランド認定製品・技術申請書 
 

 

申請日：令和   年   月   日 

（あて先） 

草加モノづくりブランド実行委員会委員長 

フリガナ  

事業所名 

 

フリガナ 
 

代表者氏名                          印 

住 所 

〒 

電 話 

 

ＦＡＸ 

 

ホームページ 

（ＵＲＬ） 

 

 

連絡担当者 

連絡担当者 

（役 職） 

 

氏 名 

 

住 所 

 

 TEL（     ）     ― 

 

 E-mail 

 

 

申請部門（いずれかを〇で囲ってください） 

製品認定 技術認定 

 



■ 対象製品・技術名 

製品・技術名 

 

製品・技術等 

の  概  要 

製品・技術等の内容等について記入して下さい。 

製品・技術等の開発・導入のきっかけプロセス 

（ 開発のきっかけや経緯、その後の経過、仕様、コンセプト、地域特性、状況等について記入して下さい。） 

 

 

■ 製品・技術等について 

 

独 自 性 

 

【製品認定】独自性、先進性、新規性、革新性など 

 

 

 

 

【技術認定】独自性、有用性、応用性、新規性、革新性、模倣困難性など 

 

 

 

 

技 術 力 

【製品認定】高い技術や先進的な技術、創意工夫 

 

 

 

※製品に係る技術は、次のうちどれですか。チェックして下さい。 

□ 自社独自（内部技術） □ 他社の技術を応用 □ 他社や大学との共同開発 

 

□ その他（具体的に                        ） 

 

 

【技術認定】技術の先進性、維持・継承される組織体制 

 

 

 

生 産 体 制 

【製品・技術共通】製品の生産・品質管理、信頼性（生産体制、ＩＳＯの状況） 

 

 

 



市場性 

【製品・技術共通】製品・技術の販売実績（販売実績、シェア）※例･･･国内や世界で○○％ 

 

【製品・技術共通】製品・技術の将来性（市場でのニーズ・評価など） 

 

 

 

 

■ 営業・経営について 

営 業 

・ 

ｱﾌﾀｰｹｱ体制 

【製品・技術共通】製品の営業、販売体制(販売体制、戦略、目標など) 

 

 

 

 

【製品・技術共通】アフターケア体制(顧客対応、安全性、信頼性) 

 

 

 

 

 

経営理念 

【製品・技術共通】経営理念（経営哲学、企業の将来像） 

 

 

 

 

【製品・技術共通】社会、環境への配慮（環境保全などへの取組） 

 

 

 

 

 

■ 製品・技術の産業財産権の取得状況について 該当する項目にチェックして下さい。  

 

★特 許 権   □取得済   □出願中  □出願予定  □出願しない 

 

★実用新案権   □取得済   □出願中  □出願予定  □出願しない 

 

★意 匠 権   □取得済   □出願中  □出願予定  □出願しない 

 

★商 標 権   □取得済   □出願中  □出願予定  □出願しない 

 

 

■ ＰＬ保険加入状況 該当する項目にチェックして下さい。 

□ 加入している      □ 今後加入予定      □ 加入していない 



■ 応募企業の概要 ※任意団体の場合は活動状況を記入して下さい。 

業 種 

(できるだけ具体的に) 

 

 

事業内容（できるだけ具体的に） 

創業年月 年  月 
法  人 

設立年月 
年  月 資 本 金        千円 

常勤役員数     人 従業員数 社員    人：パート・臨時   人：合計    人 

決 算 期 前々期 前 期 

売 上 高      千円       千円 

技術・ノウハウ等に関する第三者機関からの表彰の有無等を記入して下さい。(ISO・HACCP等を含む) 

 

 

草加モノづくりブランドへ応募した動機や目的について記入して下さい。 

 



 

申請書類チェックシート 
※提出漏れがないか、チェックして下さい。 

 

製品名・技術内容： 

 

 

ﾁｪｯｸ欄 提 出 書 類 

申 

込 

み 

書 

等 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

 

□ 

 

 

 

 草加モノづくりブランド製品認定・技術申請書 

 

 会社案内、会社パンフレット 

 

 製品・技術資料（パンフレット、試験データ等） 

 

 登記事項証明書（法人に限る） 

 

納税証明書（法人：直近１年分法人市民税納税証明書） 

      （個人：直近１年分市民税納税証明書） 

 

 決算書類（法人：直近２期分の貸借対照表及び損益計算書） 

     （個人：直近２年分の確定申告書の写し） 

 

補 

足 

資 

料 

 

□ 

 

□ 

 

□ 

 

 

 産業財産権に関する証明書 

 

団体申請の場合は、その概要について 

 

その他（                  ） 

 

 


